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常備救護班に選ばれなければ、災害医療を経
験する機会もなかったという職員が多かった
が、災害対応協力員に登録すれば、常備救
護班以外の職員でも、災害に関する勉強会や
災害訓練などに優先的に参加可能となり、院
内の防災意識の高まりの一因となっている。
今年度からはすべての常備救護班のメンバー
も、この災害対応協力員の中から選抜するこ
とにした。
（3）災害医療に関する院内教育の充実
　当センターでは常備救護班研修を定期的に
行ってきたが、昨年度からは、従来の講義中
心の研修ではなく、研修時間を増やし、積極
的に多くの実習を取り入れるようにしてい
る。具体的には、無線（日赤無線）の操作実
習やdERU（仮設診療所）の展開訓練、エアー
テント設営訓練などをおこなっている。ま
た、今年度からは、研修対象を常備救護班だ
けでなく、災害対応協力員にまで拡大する予
定としている。（図5）

（4）積極的な実動訓練への参加
　東日本大震災以降、他機関との合同訓練を
積極的に行うようにしている。南海トラフ大
地震が起これば、地理的特徴から幹線道路は
寸断され、県南部を中心に数多くの孤立集落
が発生することが予想されている。このよう
な災害医療現場で、最も力を発揮するのがヘ
リコプターであることは言うまでもない。当
センターは、屋上に耐荷重10トンのヘリポー
トを2面有しており、災害時に有用な自衛隊の
UH1多用途ヘリコプターが2機同時に駐機する
ことも可能である。屋上ヘリポートを2面有す
る当センターは、当然、孤立集落や県内各病

院からのヘリコプターによる患者搬送、また
ヘリコプターによる医療班の投入や物資の運
搬などの中心的な役割を担うことになると思
われる。そのために、当センターでは自衛隊
や海上保安庁、県警と協力し、他の医療機関
とも連携し、ヘリコプターを用いた合同訓練
を頻回に実施している。（図6）

６・おわりに

　災害は突然起こるものであり、医療スタッ
フはいかなる場面でも慌てることなく、的確
な行動をとらなくてはならず、日ごろから災
害医療に興味を持ち、勉強し、積極的に訓練
を繰り返すことが重要であると思われる。来
るべき大災害に備え、最も重要なことは、
「病院間の垣根を取り払い、各関係機関の横
のつながりを強固なものにし、お互いの顔が
見える関係を構築すること」である。
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東日本大震災発生時、石巻赤十字病院は石
巻医療圏で唯一の災害拠点病院であり被災を
免れたため、自分は必然的に圏内の災害医療
を統括する立場になった。そこで石巻の支援
に入ったすべての救護チームが一元的に活動
する「石巻圏合同救護チーム」を立ち上げ、
石巻医療圏を 14 のエリアに分け、エリアごと
に必要に応じて救護チームを割り振る「エリ
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ア・ライン制」を敷いた。圏内に当初 300 か
所以上あった避難所すべてに対して環境・衛
生状態・傷病者内訳などを項目としたアセス
メントを継続的に行い、時系列データをすべ
て記録・保管しながら様々な対応策を立案実
行した。
この活動経験より来るべき南海トラフ大災
害に対し、備えることの要点について考察す
る。
次の南海トラフ巨大地震の被害想定は、最
大津波高 34.4m（高知黒潮町）、避難者最大
950 万人、死者は最大 32.3 万人とされている
（2012 年中央防災会議）。この南海地震は、歴
史をたどるとほぼ 100 年ごとに発生しており、
最近では 1946 年 12 月 21 日に昭和南海地震が
起きている（スライド 1）。

従って、まず南海トラフの想定被災地域に
とって必要なことは「来るかもしれない」で
はなく、「必ず来る」とリアルにイメージして
おくことであろう（スライド 2）。

宮城県においては、以前より 30 年以内に宮
城県沖地震の発生確率は 99％と言われていた
ため、石巻赤十字病院では「リアル」に備え
ていた。第一に、老朽化のため 2006 年に現在

の位置に移転新築したのだが、免震構造であ
ることに加え、災害時にエレベーターが停止
することを考慮して地上ヘリポートを整備、
また被災者を診療するスペースを確保するた
めに床暖房を完備したエントランスを広く取
り、その一角の壁には 4 か所の酸素供給口・
吸引口を設置した（スライド 3）。水や自家発

電用の重油も常時 3日分備蓄していた。
第二に、迅速な初動対応と被災者の受け入

れ体制の確立が重要であると考え、2007 年暮
れに災害時の新設部門を含む各部門の責任者
を可能な限り実名を記載するなど、リアルで
使いやすく、かつ職員全員が内容に精通した
災害対応マニュアルを策定した。さらに 2008
年 1 月より机上を含め 3回の災害対応訓練を
行い、検証→バージョンアップを繰り返した。
第三に、災害時には行政のみならず消防、

保健所、警察、自衛隊、医師会、近隣病院、
などの関係機関との協働が不可欠であるため、
2010 年 1 月にこれらの関係機関で構成する「石
巻地域災害医療実務担当者ネットワーク協議
会」を立ち上げた。企業とも同年 9 月、災害
時の応援協定をNTTドコモショップ石巻店、
積水ハウス、四粋会（石巻市内の飲食店の寄
り合い）と結んだ。
上述したような「備え」は、災害時の迅速

な初動体制の確立には極めて有効であるが、
それ以降の災害対応は応用問題の連続であり
（スライド 4）、発生する課題ごとに「どうする
か、どうしたらできるか」と PDCAサイクル
を回して解決していかなければならない（ス
ライド 5）。災害現場では情報を制する者がす
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